
 

宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、業績が低迷している市内中小企業者が、中小企業等経営強化法（平

成１１年法律第１８号）に基づく認定経営革新等支援機関の支援を受けて実施する経

営改善計画の策定又は経営改善の実施に当たって必要となる経費を補助することに

より、中小企業の経営改善を図り、もって本市の地域経済を活性化することを目的と

する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定す

る者 

（２）経営改善計画 金融支援を伴う経営改善に向けた計画であって、認定経営革新等

支援機関の支援を通じて作成するもの 

（３）認定経営革新等支援機関 中小企業等経営強化法第３１条第１項の規定により認

定された者 

 

（補助金交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）は、次の各号

に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

（１）市内に主たる事業所を有する中小企業者であること。 

（２）令和６年４月１日以降に山口県中小企業活性化協議会（以下「協議会」という。）

に、国が実施する「経営改善計画策定支援事業」の通常枠での利用申請を行い、「経

営改善計画」（以下「計画」という。）を策定済みの事業者であること。 

 

（欠格事由） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助対象事業者となることができ

ない。 

（１）公序良俗に反する事業を行う者 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項各号に定める風俗営業等の事業を行う者 

（３）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者 

（４）暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団及び、同条第６号に規定する暴力団員である役職員を

有する法人又は個人並びにそれらの利益となる活動を行う法人又は個人 

（５）市税の滞納がある者 

（６）前各号に掲げる者のほか、市長が補助金の目的等に照らして適当でないと認める者 

 

（補助対象事業） 
第５条 補助金の交付対象となる事業は、次の各号に該当する事業とする。 

（１）計画策定に係る支援を受けたもの 

（２）計画策定後の伴走支援を受けたもの 

（３）経営者保証解除に係る支援を受けたもの 



 

 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費は、第９条に規定する補助金交付申請日の属する

年度（以下「申請年度」という。）の前年度の３月１日から申請年度の２月末日まで

に完了した事業であって、認定経営革新等支援機関等に支払った費用で、次の各号の

いずれかに該当する経費とする。 

（１）計画策定に係る支援を受けたもの 協議会が認定した計画の策定に係る経費の

うち、認定経営革新等支援機関に支払った費用 

（２）計画策定後の伴走支援を受けたもの 協議会が認定した計画策定後、計画内容

に応じた伴走支援（モニタリング）で認定経営革新等支援機関に支払った費用 

（３）経営者保証解除に係る支援を受けたもの 協議会が認定した計画のうち、金融

支援を伴い、かつ計画期間終了後に経営者保証解除を目指す計画であって、当該

解除に係る金融機関との交渉で弁護士等に支払った費用 

 

（補助金の額等） 

第７条 市長は、予算の範囲内において補助金の額を決定する。 

２ 前項の規定における補助金の額の算定において、補助率及び補助上限額は別表のと

おりとする。 

３ 前項の規定により算定された補助金の額に、千円未満の端数が生じたときは、その

端数の金額を切り捨てる。 

 

（事業計画の事前提出） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は、協議会に対し経営改善計画

策定支援事業等利用申請を行った後、速やかに経営改善計画策定計画書（様式第１号）

に必要な書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付申請） 

第９条 前条の計画書を市長に事前に提出済みの者であって、補助金の交付を受けよう

とする補助対象事業者は、宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助金交付申請

書（様式第２号）に必要な書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第１０条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を

交付することが適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、宇部市中小企業経営改

善計画策定支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、当該交付申請をし

た補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、補助金の不交付を決定した場合においては、宇部市中

小企業経営改善計画策定支援事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、当

該交付申請をした補助対象事業者に通知するものとする。 
３ 市長は、第１項に規定する交付決定をする場合において、必要な条件を付すること

ができる。 

 

（補助事業の実績報告） 
第１１条 前条第１項の規定により補助金の交付決定通知を受けた補助対象事業者（以

下「補助事業者」という。）は、補助事業が完了したときは、当該完了日から起算し



 

て３０日を経過した日又は第９条の申請書を提出した日の属する年度の末日のいず

れか早い日までに、宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助金実績報告書（様

式第５号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
 
（補助金の額の確定） 
第１２条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、第１０

条第１項に規定する交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助

金交付確定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。 
 

（補助金の請求） 

第１３条 補助事業者は、前条の規定による確定通知を受けた後、補助金の交付を受け

ようとするときは、宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助金交付請求書（様

式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適正と認めたと

きは、速やかに補助事業者に補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。この場合において、市長は、当該補助事業者に

対し、宇部市中小企業経営改善計画策定支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第

８号）により通知するものとする。 

（１）虚偽の申請若しくは報告又は不正行為により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を補助事業以外の用途へ使用したとき。 

（３）この要綱又は補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。 

（４）その他市長が補助金を交付することが不適当と認めたとき。 

２ 前項の規定は、第１２条の規定により補助金の額を確定した後においても適用する

ものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消した場合

において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金を交付しているときは、宇部市中

小企業経営改善計画策定支援事業補助金返還命令書（様式第９号）により、補助事業

者に対し、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 前項の規定により、返還命令を受けた補助事業者は、指定された期限までに補助

金を返還しなければならない。 

 

（帳簿等の整備） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿その他の関係書類を整備し、当該補助事

業の完了した日の属する年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保存しなけ

ればならない。 

 

（補助事業の調査） 

第１７条 補助事業者は、市長が当該補助事業に関する調査を行うときは、その調査に

協力しなければならない。 



 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年６月２１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和７年７月２８日から施行する。 

 

別表（第７条関係） 

補助対象事業 補助率 補助上限額 

計画策定に係る支援を受けたもの １／２ １００千円 

計画策定後の伴走支援を受けたもの １／２ １００千円 

経営者保証解除に係る支援を受けたもの １／２ ２５千円 

※補助金の交付申請については、補助対象事業ごとに、１補助対象事業者当たり１年度

１回とする。なお、複数の補助対象事業を同時に実施することは可とする。 


